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「マネーフォワード 会社設立」は、フォームに沿って入力していくだ
けで できるサービスです。電子定款
の作成、印鑑の購入にも対応しています。 נּ

自分自身で会社を設立できます。

ṇ צּ



ṇ ṇ ךּ
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ステップごとにやる事が分か

れており、順番に進めること

で会社設立が可能です。

会社設立後に必要な年金事務

所・税務署などへの提出書類

も自動で作成されるので、手

続きもラクになります。

■ホーム画面



ṇ ṇ ךּ
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■STEP1（入力画面）

会社名などの情報を入力 注意書きを参考に入力



ṇ ṇ ךּ
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■STEP2（案内画面）

案内に沿って手続きを進める

事前に入力した情報をもとに
手続きの案内がある



設立後は、 ḭ ḭ に提出する書類を作
成できるほか、法人銀行口座、クレジットカード、バックオフィスサー
ビスなど、 ṇ ףּצּ פֿ ךּ וֹ も
ご用意しております。

קּ ṇ

8

ףּ ḵ שּ︡ כֿ

ףּ קּ ṇ

販促ツール決済システムバックオフィスツール法人銀行口座

https://biz.moneyforward.com/establish/success_pack
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用意するもの 注記

印鑑証明書
（2通）

・発起人分で1通、取締役分で1通 必要になります
・合同会社の場合は、代表社員分のみ印鑑証明書が1通必要です
・発起人が法人（法人出資）の場合は「登記事項証明書」も追加
で必要になります

法人印鑑
サービス内で購入も可能です
（7,920円～、実印／銀行印／角印／印鑑ケース）

本人確認書類 免許証等、顔写真付きのもの

現金 資本金＋登録免許税

新しい

CD-ROM
CD-ROMに電子定款を保存します
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提出場所 書類 注記

公証役場
定款

委任状

法務局

設立登記申請書

収入印紙貼付台紙

発起人の決定書
合同会社の場合は「代表社員、
本店所在地及び資本金決定書」
が作成されます

就任承諾書
代表取締役、取締役、監査役、
代表社員の分作成されます

払い込みがあったことを証する書面

印鑑届出書

別紙

法務局
（会社設立後）

印鑑カード交付申請書

印鑑証明書交付申請書

登記事項証明書交付申請書
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提出場所 書類 注記

年金事務所 健康保険・厚生年金保険新規適用届
PDF と Excel で書類のダウンロ
ードが可能です
β自動作成はされません

税務署

法人設立届出書

株主名簿
合同会社の場合は「出資者名
簿」が作成されます

設立時の貸借対照表

青色申告の承認申請書

給与支払事務所等の開設届出書

源泉所得税の納期の特例の承認に関する
申請書

都道府県税事務所 法人設立届出書

市町村役場 法人設立届出書



ṇ ṇ ḱ
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Ṋ

行政書士による電子定款作成手数料（5,000円）
βマネーフォワード クラウド法人有料プランにご登録い
ただくと、手数料が無料となります。

サービス内で購入可能です
（7,920円～、実印／銀行印／角印／印鑑ケース）

Ṋ Ṋ
NPO

「調査報告書」と「財産引継書」が必要となります

צּ
「親権者の同意書」「未成年者の戸籍謄本」が必要とな
ります

צּ

「サイン証明書」「訳文」が必要となります
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צּ ︣ ḱ

Å
Å節税対策が豊富

Å役員報酬や従業員の退職金の積立等

Å
Å得意先・金融機関に対する信用力

Å優秀な新規人材の確保

14

Å
Å会社の設立費用6～24万円

Å社会保険料の会社負担
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HP No.5759 No.2260
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設立
費用

6～24万円 費用なし

事業
内容

登記した事業目的の
範囲のみ

制約なし

信用
力

高い
低い（公共事業や一部の民間機

関は取引を限定する）

税率

年800万円以下は19％
（15％β）

年800万円超は23.2％
β平成31年3月31日までに開始す

る事業年度に適用

所得が増えるほど
税率が上がる

税務
申告

法人税、住民税、事業税
など複数

所得税だけで簡単

節税 多くの節税策が存在 少ない

会計
処理

複式簿記によるしっかり
とした会計が必要

白色申告の場合は比較的
簡単

資金
調達

銀行、日本政策公庫とも
に信用力が高い

銀行の融資は難しい。日
本政策公庫は比較的融資

が出やすい

銀行
口座

審査が厳しい
屋号なしなら審査がやさ

しい

責任
範囲

出資の範囲内 無制限に追求される

人材
募集

集まりやすい 集まりにくい

給料 役員報酬給料ともに可能 従業員に可能

社会
保険

健康保険に加入 国民健康保険に加入

生命
保険

限度額なし 最大10万円まで控除

交際
費

年間800万円までは、損金
算入。800万円以上は損金

にならない。
限度枠なし

住民
税

都道府県・市町村によっ
て異なるが、法人税額の

約17％と均等割約7万円の
合計(赤字でも7万円)

所得の10％

事業
税

利益に応じて5％～9.6％ 業種により3%～5%

繰越
欠損
金

青色申告9年
白色のとき繰越なし青色

の事業所得3年

16
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ἔ Ṭ

株主 取締役

ḭ

社員

取締役の任期 2年～10年

法定費用 20～24万円

社会的認知度 高い

ḭ צּ

社員の任期 なし

法定費用 6～10万円

社会的認知度 やや低い

צּ
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e- STAT
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アマゾンジャパン合同会社 グーグル合同会社 Apple Japan 合同会社

合同会社西友 コダック合同会社P&Gプレステージ合同会社
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商号 「株式会社」と入れる 「合同会社」と入れる

出資と経
営の関係

出資者Í経営者（原則）
β出資者＝経営者も可能

出資者＝経営者

出資者の
最低人数

1人 1人

出資者の
名称

株主 社員

出資者の
責任

有限責任 有限責任

資本金 1円以上 1円以上

法定費用 20～24万円 6万円～10万円

代表者 代表取締役 代表社員

役員
取締役1人以上、

監査役は任意
取締役、監査役不要

役員任期 2～10年 無制限

最高意思
決定機関

株主総会 社員総会

議決権 株式（出資）割合 一人一票（原則）
β定款で別段の定めも可能

利益の分配 出資額に比例 自由に決定できる

決算の
公告義務

あり なし

定款の変更
出席した株主の議決権

の2/3 以上
原則、総社員の同意
β定款で別段の定めも可能

社会的
認知度

高い 株式会社より低い

社会保険の
加入

義務 義務

税金 法人税 法人税

会社が倒産したときに、会社の債権者に対して出資額を限度と
して、責任を負うことを意味しています。つまり、出資したお
金は戻ってきませんが、それ以上の責任を追うことはありませ
ん。ただし、金融機関から融資を受けたときに、経営者の個人
を担保に取られたものは含まれません。
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150,000円 登録免許税 60,000円

52,000円 定款認証費用 不要

40,000円
電子定款の場合は0円

定款印紙代 40,000円
電子定款の場合は0円

242,000円
電子定款の場合は202,000円

合計 100,000円
電子定款の場合は60,000円

23

ḭ

・（電子定款の場合）行政書士による電子定款作成手数料：約5,000円～

・新しく設立する会社の実印作成代：約5,000円～

・設立時に必要な個人の印鑑証明取得費：約300円×必要枚数

・新しい会社の登記簿謄本の発行費：約500円×必要枚数



ṇ
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やること 目安の日数

会社設立のための要件を決める

1週間

会社の印鑑を作成

定款の作成

認証の手続き（公証役場）β合同会社は不要

出資金の払込

設立登記の申請（法務局） 申請してから7～10日

קּ

・法人名義の銀行口座の開設（☆最優先で）
・許認可関係の手続き

・税務関連の届け出の提出

・労務関連の届け出の提出

・創業融資の申込手続き

・履歴事項証明書（登記簿謄本）・本人の身分証明書

・銀行届出印・法人の印鑑証明書・定款の写し ・法人開設届

・法人開設届・事業計画書
※金融機関によって必要な書類が異なりますので、事前に確認しておきましょう。
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Å צּ ךּ ḱ
פּ אל ךּ

Å טּצּ
Å建設業：500万円以上または残高証明
Å旅行業：100～3,000万円

Å 1,000

東京都の場合（従業員50人以下）

・資本金1000万円以下：70,000円

・資本金1000万円超：180,000円

・資本金1000万円以上：第1期目から消費税の課税業者に

・資本金1000万円未満：設立から2年間免税事業者に

11 !!
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Å
Å意思決定が自分一人に
Å創業期に必要なスピード経営が可能

Å ṧ
Å夫婦二人三脚でがんばりたい
Å後継者として子供を入れたい

Å ṧ
Å意思決定に時間がかかる可能性も
Å任期を2年など短くすることも必要

צּ

おすすめ!!



ṥ Ṧ ḱ ︣ פּקּ

30

会社運営の重要事項や方針決定をする権限を持ち、業務の執行も行います。取
締役の中から最低1人以上の「代表取締役」を選任します。取締役が1人の場合
は同時に「代表取締役」となります。

任期は原則2年
（最長10年）

取締役の職務の執行を監査します。監査範囲は「会計監査」のみにする場合と、
「会計監査」「業務監査」の両方の権限を持たせる2種類が存在します。

任期は原則4年
（最長10年）

取締役と共同して計算関係書類を作成するとともに、その計算関係書類を会社
とは別に5年間備え置き、会社の株主・債権者の求めに応じて開示することが義
務づけられています。公認会計士、監査法人、税理士もしくは税理士法人のみ
就任できます。

任期は原則2年
（最長10年）

会社の業務を行う人。さらに代表社員を最低限1人この中から選出できます。 任期は無制限

会社の業務を行わず出資のみを行います。 任期は無制限

︣

株式会社の場合は、原則として出資した金額に応じた議決権が与えられるため、複数人で出資をしても、出資額を調整すれば会社の実権を
握る人を限定することができるので、意思決定をスムーズにできます。

しかし合同会社の場合は、出資額の多い少ないに関わらず、原則として社員1人につき1議決権となります。会社経営の意思決定は、原則と
して社員全員の過半数の同意が必要となっているため、意見がまとまらずに先に進めないというリスクがあります。
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Å שּ︡

Å צּ ḭ ︡ ךּ

וֹ

Å Ṅ 1,000צּ
Å 1期目を12ヶ月にして2期合計で24ヶ月は免税に

Å פ6ּ ṙ Ṛ ףּ

1,000צּ
Å ＜注意＞前々年度の売上高がなくても課税対象に

Å 1期目を7か月以内にすると［特定期間］が適用されない

︣שּ
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ṛṕ1Ṗṧṕ2ṖṜṇ Ṭ

ṕ1Ṗ ṕ Ṗ

ṕ2Ṗ צּ

Å
Å 開業前から準備してきたことがアピールできる

Å ḱ
Å 創業との関連性、必然性、独自ノウハウ

Å
Å 楽観的ではなく、悲観的なくらいに

Å 売上計画（上昇する見通しの根拠）
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１～2％前後

「新創業融資制度」
「中小企業経営力強化資金制度」

1/10
自治体の制度融資では1/2

ṇ
1か月～1か月半程度

צּ ךּ
5年以上10年以下

צּ וֹ ךּ︣
金融機関で審査に落ちた方でも
融資を受けられる可能性あり
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自己
資金

基準
利率

融資限度額
返済期間

担保・
保証人

こんな方におすすめ
設備資金 運転資金

新規開業資金 1/10
1.41～

2.55％

7,200万円
（うち運転資金

4,800万円）

20年以内
（うち据置期間2年

以内）

7年以内
（うち据置期間2年

以内）

要

相談

・新たに事業を始める方または事業開
始後おおむね7年以内の方

女性、若者／シニ
ア起業家支援資金

1/10
1.41～
2.55％

7,200万円
（うち運転資金

4,800万円）

20年以内
（うち据置期間2年

以内）

7年以内
（うち据置期間2年

以内）

要

相談

・女性または35歳未満か55歳以上の方
であって、 新たに事業を始める方や事
業開始後おおむね7年以内の方

新創業融資制度β 1/10
2.26～
2.75％

3,000万円
（うち運転資金

1,500万円）

各種融資制度で定めるご返済期間
以内

不要
・新たに事業を始める方、または事業
開始後税務申告を2期終えていない方

中小企業経営力強
化資金

要件
なし

2.01～

2.40％

7,200万円
（うち運転資金

4,800万円）

20年以内
（うち据置期間2年

以内）

7年以内
（うち据置期間2年

以内）

不要

・新事業分野の開拓のために事業計画
を策定し、外部専門家（認定経営革新
等支援機関）の指導や助言を受けてい
る方

日本政府金融公庫は、「国が100 ％出資をする金融機関」であり、

民間金融機関による資金供給を補完する役割を担っています。

2016 年度には、中小企業に対する融資だけで約1兆5,000 億円を

突破しています。

※本制度単体では融資を受けることはできません。他の融資制度を利用した上での特例措置になります。

（出典）日本政策金融公庫HP「中小企業事業」をもとに、当社制作



ךּצּ

37

＃10



ךּצּ

38

︡ ︡

ṕểךּ Ṗ

ṾṌ80Ṿ

פּ ṕ Ṗ

וֹ 5

HPから申請書

をダウンロー

ドし、内容を

記入の上事務

局に提出

選定結果を受

け取り、「交

付申請書」を

事務局に提出

「交付決定通

知」を受け取

り、事業を開

始

途中で実施状

況について事

務局のチェッ

クを受けます

事業の内容や経

費を報告。確認

が取れ次第、補

助金を受け取れ

ます

領収書や証拠書類は、

終了後も5年間保管。

この間に一定以上の収益が

認められた場合は、補助金

の額を上限として国に納付
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主に経済産業省 所管 主に厚生労働省

経済の活性化 目的 雇用の促進

創業支援事業者補助金
小規模事業者持続化補助金

地域創造的起業補助金
ものづくり・商業・サービス経営力向上支援補助金

海外ビジネス戦略推進支援事業(F/S支援事業)

過去の
主な例

キャリアアップ助成金
受動喫煙防止対策助成金

職場定着支援助成金
時間外労働等改善助成金（テレワークコース）

65歳超雇用推進助成金

あり（事業の必要性を書面でアピール） 採択審査 なし

短い（１ヶ月程度） 申請期間 長期間

対象経費×補助率 支給 定額

税金 原資 雇用保険

認定支援期間（金融機関、税理士など） 専門家 社会保険労務士

数％～80％程度 採択率 対象事業者全員

なし 返済義務 なし

後払い（一回にまとめて支給） 支払い期間 後払い（継続的に支給）
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ものであり、マネーフォワードの許可なく、 本資料をお客様以外の第三者に提示し、閲覧させ、また、複製、配布、譲渡することは堅く禁じられています。 本文およびデータ等の著作権を含む知的
所有権はマネーフォワードに帰属し、 事前にマネーフォワードの書面による承諾を得ることなく、本資料に修正・加工することは堅く禁じられています。

「マネーフォワード クラウドシリーズ」が目指す世界

個人事業主、中小企業の事業運営に必要なあらゆる

バックオフィス業務をテクノロジーの力により効率化し、

生産性の向上に貢献します。
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